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〜大飯原発基準地震動の策定が
適正になされたか否かは、
何ら明らかにされていない〜
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産総研の断層データに加筆

はじめに
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証明された、福井地裁判決の先駆
性

•熊本地震は、「２つの断層が、たまたま動いた」と
言うが、本震の震源域は、前震の震源域を含んで
いた。つまり、１つの断層が、活動範囲を拡大しつ
つ一連の地震活動を起こしたと理解すべき。

•福井地裁判決は、熊本地震を含む「これらの事例
はいずれも地震という自然の前における人間の
能力の限界を示すもの」と指摘した。

よって、
した。

・原発が集中する若狭地域は、近畿トラ
イアングルの頂点に位置し、「新潟-神戸

ひずみ集中帯」の中にあり、同じ応力に
よって生じた活断層が密集する「共役断
層帯」といわれる地域である。

・よって、熊本地震と同じような地震
が発生しないとは誰も予想できない。
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新潟-神戸ひずみ集中帯

近畿トライアングル

阪神大震災
１９９５年

中越沖地震
２００７年

新潟地震
１９６４年

中越地震
２００４年

福井地震
１９４８

（Wikipedia「新潟-神戸ひずみ集中帯」に加筆） 4

太平洋プレートとフィリピン海プレート
により、東西の圧縮を受けて、ひずみ
が集中している



２.基準地震動の策定が、適正になされた
か否かは、何ら明らかにされていない

●島崎邦彦証人は・・、「音波探査は、海底200m〜300mの
地層がある程度分かるというレベルのもので、詳細な調査
といってもほとんど表層だけということ。一方で地震発生層
の厚さは一番深いところで15kmなわけです。
3000mから1万5000mのところに震源断層が存在している
はすだが、わずか200mの調査で詳細な状態がわかるの
か。わかりえませんね。だけど、これを詳細な活断層調査
と言っているわけです」と証言した。

１審被告の調査結果には、まさに同証言どおり、ご
く浅い部分の地下構造しか明らかにされていない。
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３. ひずみ集中帯の重点的調査観測・
研究プロジェクトについて
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2009会津-佐渡測線・・2009年には海洋研究開発機構と共同で、会津から新潟平野、佐渡島を

経て大和海盆中軸部に至る大規模な海陸統合地殻構造探査を実施した。佐渡海峡において
は、ケーブル船と発震船を分離した二船式によるデータ取得によって、分解能の高い深部まで
の反射構造を得ることができた(図5)。（東京大学地震研究所・佐藤比呂志氏の資料より）
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図5 地殻構造調査結果（調査検討会報告書より
地下１５〜３０kmの構造が把握されている

（独立行政法人・防災科学技術研究所の資料）
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東山−三島測線西部の反射法断面。デダッチメント（離脱・乖離）が発
達し、浅部と深部の構造が異なる。

（東京大学地震研究所・佐藤比呂志氏の資料より）

102007中越沖地震の震源断層



４ 関電の大飯原発敷地および周辺の地
下地質構造の調査・観測には深刻な欠 落
がある
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関電の調査は、海底に
ついては海底から０〜３
００mの地下地質構造に
限られていて、極めて不
十分である。



13関電資料「乙87-大飯発電所の地盤」に加筆

関電の調査は、反射法
で1,500㍍、地震波干渉
法でも4,000㍍までしか
調査していない。
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関電資料「乙87-大飯発電所の地盤」に加筆

関電の調査は、活断層がどこまで延び
ているかを調べるだけで、極々
一部の範囲しか調査していない。
（熊川断層の調査に関するデータ）



ダイヤコンサルの８人と関電社員３人（岩森暁如、
玉田潤一郎、金谷賢生）が、上林川断層の北東
端について調査した論文「京都府北部、上林川
断層の横ずれインバージョン」では、「調査結果
から、本地域の超丹波帯・丹波帯はスラストを介
して積み重なり、一緒に東西~北西-南東方向の

軸を持つ褶曲構造を形作り、地質断層としての
上林川断層がこの褶曲構造を切って、おおい町
笹谷付近まで追跡されることが明らかになっ
た。」（甲318）と記載されています。
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文科省は今後、
「富山地域、石川
地域の次に福井
県地域を調査す
ると言っています。
必要な調査が行
われておらず、国
が調査をすると
言っているのです。
少なくとも必要な
調査が行われて
いないことは明ら
かです。
（文科省の日本海地

震・津波調査プロジェク
トより）

委託元：文部科学省
委託先：国立大学法人

東京大学
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【調査区域の年次計画】
北陸→山陰・九州→北海道沖→東北沖


